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序     文 
 

タジキスタン共和国は西をウズベキスタン、南をアフガニスタン、北をキルギス、東を中国と

国境を接し、面積約14万3,100km2を有する、1991年12月のソビエト連邦の解体とともに独立国家と

なった国です。3つの州（首都を含む政府直轄地域、南部のハトロン州、北部ソグド州）と、1つ

の自治州（東部パミール高原のゴルノ・バダフシャン自治州）から成り、人口の26.5％が都市部、

73.5％が農村部で生活しており、成人識字率は99.6％と比較的高い国です。 

一方、乳児死亡率は52/1000出生、5歳未満児死亡率は61/1000出生と近隣諸国と比べて最も高く、

妊産婦死亡率は64/10万出生とキルギスに次いで高い数値となっています。こうした状況にあって、

タジキスタン共和国においては、「国家保健戦略（National Health Strategy, Republic of Tajikistan, 

2010-2020：NHS）」を打ち立て、①保健医療システム改革、②医療サービスのアクセス、質、効率

の改善、③医療財源の確保という3つの柱に基づき、政策が進められています。 

これに対し、わが国はこれまで、医療特別機材供与案件「感染症対策特別医療機材供与」（2005

～2009年度）、「感染症対策特別医療機材供与フェーズ2」（2010～2014年度）、「母と子の健康改善」

（2003～2008年度）、｢母と子の健康改善フェーズ2｣（2009～2013年度）に加え、国別研修「母と

子のすこやか支援プロジェクト」〔2005～2007年度（フェーズ1）、2008～2010年度（フェーズ2）〕

を実施し、母子保健分野における協力を行ってきました。 

そしてこのたび、タジキスタン共和国から、わが国に対し、ハトロン州の母子保健サービスの

改善を目的とした協力への要望が寄せられました。本報告書では、上記の要望を受け、現地にお

いて主に地域保健分野、及び保健医療設備・機器の両面から現状を把握すべく行った2011年2月の

準備調査結果を踏まえて、プロジェクトの詳細な枠組みを策定するために実施した調査結果をま

とめたものです。 

最後に、本調査にあたり、ご協力頂きました内外の関係者の方々に対し、心から感謝の意を表

します。 

 

平成23年9月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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：郡中央/  ：対象4郡（22：シャルトゥーズ、28：ルミ、29：ジョミ、30：ヴァフシ）/●：候補

管区病院所在地  



 

  

ジョミ郡中央病院外観 ジョミ郡中央病院手術室 

  

 

ジョミ郡中央病院分娩ベッド ジョミ郡中央病院新生児蘇生機器 

  

ジョミ郡中央病院手洗い場  

 

 

 

 

 

ジョミ郡管区病院（Bahor）外観 ジョミ郡管区病院（Bahor）分娩室 
 



 

 
  

ジョミ郡管区病院（Bahor）産科病棟 ジョミ郡管区病院（Bahor）分娩マット 

  

ジョミ郡ヘルスセンター（Lenin）外観 ジョミ郡ヘルスセンター（Lenin）内観 

  

ジョミ郡ヘルスセンター（Lenin）健診記録  

 

 

 

 

シャルトゥーズ郡中央病院外観 シャルトゥーズ郡中央病院手術室 
 



 

 
  

シャルトゥーズ郡中央病院インキュベーター シャルトゥーズ郡中央病院ラボラトリ 

  

シャルトゥーズ郡中央病院手洗い場 シャルトゥーズ郡中央病院蘇生キット 

  

シャルトゥーズ郡管区病院（Iskra）外観 シャルトゥーズ郡管区病院（Iskra）分娩ベッド 

 

 

 

シャルトゥーズ郡ヘルスセンター（Iskra）外観 シャルトゥーズ郡ヘルスセンター（Iskra）健診器具

 



 

 
  

シャルトゥーズ郡ヘルスセンター（Iskra）ワクチン シャルトゥーズ郡ヘルスセンター（Iskra）受付

  

PCMワークショップ① PCMワークショップ② 

 



 

 

略 語 一 覧 
 

ARI Acute Respiratory Infection 急性呼吸器官系疾患 

BCG Bacillus Calmette-Guerin 結核予防ワクチン 

CDH Central District Hospital 郡中央病院 

C/P Counterpart カウンターパート 

DOTS Directly Observed Treatment Short course 短期化学療法を用いた直接監視

下治療 

DPT Diphteria, Pertussis and Tetanus 三種混合ワクチン（ジフテリア、

百日咳、破傷風） 

EOC Emergency Obstetric Care 緊急産科ケア 

EPI Expanded Programme on Immunization 予防接種拡大プログラム 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GIZ Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit ドイツ国際協力公社 

ICU Intensive Care Unit 集中治療室 

IMCI Integrated Management of Children Illness 統合型小児疾患管理 

IMR Infant Mortality Rate 乳児死亡率 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

KfW Kreditanstalt für Wiederaufbau ドイツ復興金融公庫 

MCH Maternity and Child Health 母子保健 

MDGs Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 

MH Medical House メディカルハウス 

MMR Maternity Mortality Rate 妊産婦死亡率 

MOH Ministry of Health 保健省 

MSIC Medical Statistics and Information Center 保健統計情報センター 

NDS National Development Strategy of the Republic of 

Tajikistan for the Period to 2015 

国家開発戦略 

NGO Non Governmental Organization 非政府団体 

NHS National Health Strategy, Republic of Tajikistan, 2010 - 

2020 

国家保健戦略 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OECD Organization for Economic Co-operation and 

Development 

経済協力開発機構 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト

リックス 



 

 

PHC Primary Health Care プライマリーヘルスケア 

PHCC Primary Health Care Center プライマリーヘルスケアセンタ

ー 

PO Plan of Operation 活動計画 

PRS Poverty Reduction Strategy 貧困削減戦略 

RH Reproductive Health リプロダクティブヘルス 

RHC Reproductive Health Center リプロダクティブヘルスセンタ

ー 

TBA Traditional Birth Attendant 伝統的産婆 

ToT Training of Trainers 講師養成訓練 

U5MR Under 5 Mortality Rate 5歳未満児死亡率 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

UNFPA United Nations Population Fund 国連人口基金 

UNICEF United Nations Children’s Fund 国連児童基金 

USAID United States Agency for International Development 米国国際開発庁 

VHC Village Health Center 村落ヘルスセンター 

WB World Bank 世界銀行 

WHO World Health Organization 世界保健機関 
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事業事前評価表 
 

国際協力機構人間開発部保健第二グループ保健第三課 

１．案件名 

国 名：タジキスタン共和国 

案件名：ハトロン州母子保健システム改善プロジェクト 

Project for Improving Maternal and Child Health Care System in Khatlon Oblast 

 

２．事業の背景と必要性 

（1）当該国における保健セクターの現状と課題 

タジキスタン共和国（以下、「タジキスタン」と記す）は、近隣中央アジア諸国と比較して、

妊産婦死亡率が、64/10万出生とキルギスに次いで2番目に高く、5歳未満児死亡率は61/1000出

生、乳児死亡率は52/1000出生であり、いずれも同地域で最も高い数値を示している（THE 

STATE OF THE WORLDS’ CHILDREN 2011, UNICEF）。また、旧ソビエト連邦（以下、「旧ソ連」

と記す）時代に建設された医療施設や医療機器の老朽化が著しく、給電設備や給排水設備の

整備にも大きな課題を抱えている。さらに、住民の健康・衛生・保健サービスに対する知識

が十分でない点なども上述の状況の改善における課題のひとつとなっている。特に本事業の

対象地域であるハトロン州においては、内戦の影響により経験豊富な医療従事者が海外に流

出したことも相まって、提供される保健医療サービスの質は徐々に低下しており、基礎的保

健医療サービスの改善は喫緊の課題となっている。 

 

（2）当該国における保健セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

タジキスタン全体の開発戦略として、2006年に「国家開発戦略（National Development Strategy 

of the Republic of Tajikistan for the Period to 2015：NDS）」が制定された。NDSはミレニアム開

発目標（Millennium Development Goals：MDGs）に密接に関連し、保健医療システム改善のた

めの優先課題として、①保健医療システム改革の促進（民間セクター発展、保健分野への投

資増加も含む）、②母子保健の改善、③HIV感染者数及びその他感染症疾患の削減、④医療サ

ービスのアクセスや質、効率の改善を掲げている。 

2010年には、NDSを土台にした保健医療分野の包括的な戦略として、「国家保健戦略

（National Health Strategy, Republic of Tajikistan, 2010-2020：NHS）」が策定されており、当該戦

略では、国民の健康を増進し、健康な生活が送れる環境づくりをすることをめざし、①保健

システム改革（保健医療に係るガバナンスの強化）、②保健医療サービスのアクセスや質、効

率の改善、③医療財源の確保を掲げている。また、このなかで妊産婦の産前から分娩に係る

ケア、さらに新生児ケアや小児疾患予防対策など、一連のサービスを広く国民に提供するこ

とが重要であるとしている。 

また、「安全な母性に関する国家行動計画（National Action Plan on Safe Motherhood for the 

Period until 2014（2008））」では、①安定した財源の確保、②公的な産前健診の受診率の向上、

③産科ケアへのアクセスの向上、④全国レベルでの緊急産科ケアのモニタリングの確立を掲

げている。また、「リプロダクティブヘルス分野戦略計画（Strategic Plan for Reproductive Health 

until 2014（2008））」においては、2014年までに達成すべき指標として、妊産婦死亡率を35.0/10

万出生、新生児死亡率を28.0/10万出生、健診を受診する妊産婦の割合を80.0％に引き上げ、自

宅分娩の割合を25.0％まで下げるという目標を掲げている。さらに「小児及び青少年の健康に

関する国家戦略（National Strategy of the Republic of Tajikistan on Child and Adolescent Health till 

the Year 2015（2008））」では、小児から青少年に至るまでの各ライフステージに応じた対策が



 

ii 

重要であるとし、下痢症や急性呼吸器感染症（Acute Respiratory Infection：ARI）はもとより、

小児疾患統合管理（Integrated Management of Children Illness：IMCI）に沿った予防と治療、さ

らに地域住民への啓発促進等が掲げられている。 

以上より、本プロジェクトがめざすべき妊産婦及び新生児への母子保健サービスの向上に

ついて、国家戦略上高い優先度が置かれており、かつサービス提供者のみならず、地域住民

への啓発活動を行うというプロジェクトデザインについても、各種戦略等との整合性が担保

されている。 

 

（3）保健セクターに対するわが国及びJICAの援助方針と実績 

わが国の「対タジキスタン国別援助計画」（2009年4月）のなかで、保健医療を含む「基礎

的社会サービスの整備」の重要性が示されている。また、「対タジキスタン事業展開計画」（2010

年8月）において、援助重点分野「基礎的社会サービスの整備」の開発課題として「保健・医

療」が挙げられ、本事業はそのなかの「母子保健プログラム」の1つとして位置づけられてい

る。 

また、わが国はこれまで、タジキスタンに対する初めての一般プロジェクト無償資金協力

として、首都ドゥシャンベ（Dushanbe）において、2005年2月に「ディアコフ国立病院医療機

材整備計画」（4.8億円）を実施した。その後、JICAは2005年3月に「タジキスタン共和国母子

保健分野プロジェクト形成調査」を行い、これまで、医療特別機材供与案件として、①ワク

チンやコールドチェーン機材供与を目的とした「感染症対策特別医療機材供与」〔2005～2009

年度（フェーズ1）、2010～2014年度（フェーズ2）〕、②必須医薬品等の供与を目的とした「母

と子の健康改善」〔2003～2008年度（フェーズ1）、2009～2013年度（フェーズ2）〕を実施した。

さらに、国別研修「母と子のすこやか支援プロジェクト」〔2005～2007年度（フェーズ1）、2008

～2010年度（フェーズ2）〕では、ハトロン州内の4郡〔ジョミ（Jomi）郡、ルミ（Rumi）郡、

シャルトゥーズ（Shartuz）郡、ヴァフシ（Vahksi）郡〕から医師、看護師、助産師等を本邦に

招へいし、これまで約40名が母子保健分野の研修を受講した。 

 

（4）他の援助機関の対応 

2008年以降、タジキスタン保健省と開発パートナー間でセクターワイドアプローチ（Sector 

Wide Approaches：SWAps）が進められ、世界保健機関（World Health Organization：WHO）、国

際連合児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF）、ドイツ国際協力公社（Deutsche 

Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit：GIZ）、世界銀行（World Bank：WB）等が中心と

なって、タジキスタン保健省とともに援助調整を行っている。 

具体的にUNICEFは、予防接種拡大プログラム（Expanded Programme on Immunization：EPI）

やIMCIプログラムのほか、新生児や乳児、5歳未満児のケアに係る基準の作成及び研修の実施

を含む「母子保健カントリープログラム（2010-2015）」を実施している。さらにGIZは、タジ

キスタンの産科医療の質を国際基準にまで改善することを目的としたプロジェクトについ

て、ハトロン州を対象に実施している（2008-2016）。そのなかで、①医療設備、②医療従事者、

③医療サービスの認証及び質の管理等に関しては、既に国家基準が策定され、州レベルでの

研修やモニタリングが実施されている。また、医療施設及び機材については、ドイツ復興金

融公庫（Kreditanstalt für Wiederaufbau：KfW）が2009年からハトロン州の10郡（本事業対象の

ルミ郡及びヴァフシ郡を含む）の郡中央病院に対して、産科部門の施設改修を含めた機材供

与プロジェクトを実施している。このほか、WBは、「食料状況が著しく不安定な地域への栄

養投資パイロットプロジェクト」を実施している。 
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３．事業概要 

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、ハトロン州の4郡（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡）におい

て、①郡中央病院及び管区病院を中心に、産科、新生児医療の基本的な医療機材の整備（医

療機材の使用方法や維持管理の技術移転含む）、②母子保健に関する研修を通じた郡レベルの

医療従事者の能力強化、③住民に対する母子保健分野に関する知識向上のための啓発活動を

行うことにより、対象地域における母子保健サービスがより適切に利用されることを目的と

し、もって対象地域における母子保健に係る状況の改善に寄与するものである。 

 

（2）プロジェクトサイト/対象地域名 

ハトロン州4郡（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡） 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ） 

対象4郡における医療従事者（約400名） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 

2012年2月～2016年1月を予定（計48カ月） 

 

（5）総事業費（日本側） 

約3.3億円 

 

（6）相手国側実施機関 

保健省、ハトロン州保健局 

 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

① 専門家：母子保健（妊産婦及び新生児ケア）、ヘルスプロモーション、医療機材管理、

業務調整（40MM） 

② 医療機材供与（人工呼吸器、保育器、分娩台等）（1.1億円） 

③ 本邦研修（必要に応じて） 

④ プロジェクト実施に必要な費用（0.8億円） 

 

2）タジキスタン国側 

① カウンターパートの人材配置 

・プロジェクトディレクター（保健省母子保健・家族計画局局長） 

・プロジェクトマネジャー（ハトロン州保健局局長） 

・プロジェクトリーダー（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡の各郡中

央病院院長及びプライマリーヘルスケアセンターマネジャー） 

・その他関係者〔ハトロン州保健局関係者、郡保健課関係者、郡中央病院、管区病院、

プライマリーヘルスケアセンター（リプロダクティブヘルスセンター含む）、村落ヘ

ルスセンター関係者等：計30～40名程度〕 

② プロジェクト実施に必要な執務室及び施設の提供 

③ その他（運営・経常費用、電気・水道などの運用費、その他） 
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（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1）環境に対する影響/用地取得・住民移転 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等はない。 

 

2）ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

母子保健サービスへのアクセス向上のために遠隔地に居住する妊産婦も含めた対象地域

の女性をターゲットとしつつ、父親を含む対象郡の住民全体への啓発や動員などを強化す

るプロジェクトとなっており、ジェンダーや住民参画の視点が配慮されている。 

 

3）その他 

特になし 

 

（9）関連する援助活動 

1）わが国の援助活動 

現在、①ワクチンやコールドチェーン機材供与を目的とした「感染症対策特別医療機材

供与」〔2010～2014年度（フェーズ2）〕、②必須医薬品等の供与を目的とした「母と子の健

康改善」〔2009～2013年度（フェーズ2）〕を実施しており、本プロジェクトとの連携により

包括的な取り組みが期待される。さらに、国別研修「母と子のすこやか支援プロジェクト」

〔2005～2007年度（フェーズ1）、2008～2010年度（フェーズ2）〕では、ハトロン州内の4郡

（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡）から医師、看護師、助産師等を本

邦に招へいし、これまで約40名が母子保健分野の研修を受講しており、当該帰国研修員も

含めた現地でのプロジェクト実施が期待される。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

GIZがハトロン州を対象に実施しているプロジェクトにおいて、①医療設備、②医療従事

者、③医療サービスの認証及び質の管理等の州レベルでの研修やモニタリングを実施して

おり、本プロジェクトとの連携が見込まれる。また、KfWは本プロジェクトの対象4郡のう

ち、ルミ郡とヴァフシ郡の2郡の郡中央病院に対して2012年末ごろに機材供与を行う予定と

しており、相乗効果が期待される。 

 

４．協力の枠組み 

（1）協力概要 

1）上位目標：ハトロン州の対象4郡における母子保健に係る状況が改善される。 

指標1：対象4郡の乳児死亡率が2011年と比較して2018年に30％低下する。 

指標2：対象4郡の郡中央病院で把握している妊産婦死亡数が2018年時点で2011年と比べて

減少する。 

 

2）プロジェクト目標：ハトロン州の対象4郡における医療施設において、母子保健サービス

がより適切に利用されるようになる。 

指標1：対象4郡において、7回以上の産前健診を受け、7回以上の産後健診を受ける妊婦の

割合が80％以上になる。 

指標2：対象4郡において、2011年と比較して、在宅分娩の割合が10％減少する。 

指標3：対象4郡において、妊娠合併症をもつ人の90％以上が適切な治療によりコントロー
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ルされる。 

 

3）成果及び活動 

成果1：対象4郡の対象医療施設において、質の高いサービス提供のための産科及び新生児

ケアに係る医療機材が整備され、適切な維持管理の下で利用される。 

指標1-1 90％以上の機材が適切に維持管理される。 

活動1-1 既存の情報を検証し、対象郡における郡中央病院、管区病院及びヘルスセンタ

ーの産科及び新生児ケアに必要な機材の詳細を決定する。 

1-2 新しく導入された機材の標準作業手順書を開発し、これに基づいて機材を運用

する。 

1-3 新しく導入された機材の利用方法及び維持管理方法についての研修を実施す

る。 

 

成果2：対象4郡において、産科及び新生児ケアに係る医療施設の医療サービス提供能力が

強化される。 

指標2-1 各プライマリーヘルスケアセンター及び村落ヘルスセンターに産科ケアに関

して必要な研修を受講したスタッフが1名以上存在する。 

2-2 対象となる郡中央病院及び管区病院に産科・新生児ケアに関する研修を受講し

た母子保健に関するスタッフ（主任内科医、婦人科医、小児科医、麻酔医、看

護師長、助産師等）が1名以上存在する。 

2-3 対象となる郡中央病院の術後及び分娩後の感染数が2011年と比較して30％減

少する。 

2-4 対象となる郡中央病院において、妊産婦死亡症例及び新生児死亡症例のうち、

90％以上の症例についての死亡原因が検討される。 

活動2-1 プライマリーヘルスケアセンター（リプロダクティブヘルスセンター含む）及

び村落ヘルスセンターの医療従事者に対して、国家基準に準じた産科ケアに関

する必要な研修を実施する。 

2-2 郡中央病院及び管区病院の医療従事者に対して、国家基準に準じた産科・新生

児ケアに関する必要な研修を実施する。 

2-3 対象となる郡中央病院に感染対策委員会を発足させる。 

2-4 対象となる郡中央病院において、国家ガイドラインの感染予防に準じた感染対

策を実施するための標準作業手順書を作成する。 

2-5 対象となる郡中央病院において、国家基準に準じた死亡症例検討委員会を発足

させる。 

2-6 妊産婦及び新生児のすべての死亡について死亡症例検討を実施する。 

 

成果3：対象郡において、住民の母子保健に対する意識が向上する。 

指標3-1 対象郡の選定された地域において、ベースライン調査と比較して、母子保健ケ

アに関する適切な知識をもつ住民の割合が30％増加する。 

3-2 対象郡の選定された地域において、ベースライン調査と比較して、母子保健ケ

アに関する適切な知識をもつ妊産婦の割合が30％増加する。 

活動3-1 対象郡の選定された地域において、社会啓発活動計画を策定するための状況分

析（ベースライン調査）を実施する。 

3-2 上記3-1の分析結果に基づき、選定された地域の社会啓発活動を行うための対象

別・コミュニティ別の詳細計画を策定する。 
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3-3 活動に必要な情報、教育、コミュニケーション用資料等を作成する。 

3-4 計画を実行し、定期的に各活動の成果を評価する。 

3-5 エンドライン調査を実施し、対象郡における社会啓発活動の戦略計画を作成す

る。 

3-6 すべての対象郡において上記の活動を実施し、定期的にその活動の成果を評価

するメカニズムを開発する。 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・ 確定できていない指標の基準値・目標値については、ベースライン調査後に設定し、

最初の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で先方と協議のうえ決定

する。 

・ 施設分娩率を上げるため、特に遠隔地においては、妊産婦本人だけではなく、男性を

含めたコミュニティ全体を巻き込んだ啓発活動を実施する必要がある。 

・ 医療機材については、KfWが本プロジェクトの対象4郡のうち、ルミ郡とヴァフシ郡の

2郡の郡中央病院に対して2012年末ごろに機材供与を行う予定であり、本プロジェクト

では、それらを除いたジョミ郡、シャルトゥーズ郡の計2つの郡中央病院と、詳細計画

策定調査において、ハトロン州保健局より優先度が高いとされた4郡の計4つの管区病

院に対して機材を供与することとする。なお、各医療施設に対する供与機材の詳細に

ついては別途検討することとし、供与後の保守管理の点から、KfWが購入を予定して

いるものと同様のものを調達するよう調整する。また、安定した電力の確保のために

自家発電機や電源安定機器も同時に供与することを検討する。 

・ 本プロジェクトにおいて大規模な給排水設備改修等は実施しないが、機材の保守管理

や院内の感染症予防の観点から、ろ過装置や蒸留水精製装置など安価な機材の購入に

ついて検討する。 

・ 既に他ドナーの支援を受けて策定された母子保健分野の国家基準（産前・産後ケアや

緊急産科ケアなど）があるものについては、それに従って研修を実施する。 

・ ハトロン州内の4郡（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡）から、2010

年度までに約40名が母子保健分野の技術研修を本邦で受講しているため、本プロジェ

クトにおいて、医療従事者への研修実施の際などに、これら人材を活用することを検

討する。 

・ 既存の医療特別機材供与案件におけるワクチンや必須医薬品の供与と並行して実施す

ることで、産前・出産・産後の母子の継続ケアがより包括的に可能になるものと思わ

れる。 

 

（2）その他インパクト 

本プロジェクトは、ターゲットグループに加え、対象4郡に住む出産可能年齢の女性（15～

49歳）約13万人及び乳児約1万4,000人/年にも間接的裨益効果が見込まれる1。 

 

  

                                                        
1 女性の数は、4郡推定人口48万900人（Tajikistan Living Standard Measurement Survey 2007, UNICEF, 2008）のうち、女性の出産

可能人口割合を27％（Millennium Development Goals：Tajikistan Progress Report, Republic of Tajikistan and WHO, 2010）として

試算。乳児の数は、Tajikistan Living Standard Measurement Survey 2007, UNICEF, 2008の郡ごとの人口数に対して、タジキスタ

ン共和国保健データ（2009）及びタジキスタン共和国保健情報統計センター（2010）記載の出生数に基づき4郡の合計数とし

て試算。 
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５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

（1）事業実施のための前提条件 

・ 母子保健に関する政策に重大な変化が生じない。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・ タジキスタンと近隣諸国との間に、社会的、経済的、政治的な理由や大規模な食糧不足

により紛争や騒動が起こらない。 

・ タジキスタン側のカウンターパートがプロジェクトに責任をもって関与する。 

・ 研修を受けたカウンターパートが頻繁に辞職や異動をしない。 

・ 院内感染予防に関する国家ガイドラインが遅くとも2012年8月までに完成する。 

・ タジキスタン保健省による死亡症例検討についての国家基準及びガイドラインが2012年8

月までに策定される。 
 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・ タジキスタン側がプロジェクトに必要な予算及び人員配置を行う。 

・ 他の主要開発パートナーによる母子保健に関する技術協力及び財政支援が極端に減少し

ない。 
 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・ タジキスタン政府が、対象地域における母子保健分野の取り組みに係る必要な予算及び

人員配置を継続して行う。 
 

６．評価結果 

本事業は、タジキスタンの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、

また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

旧ソ連圏であるアルメニア共和国において、妊産婦及び新生児ケアの改善を目的として実施

された技術協力プロジェクト「リプロダクティブヘルスプロジェクト」（2004年12月～2006年11

月）では、地方における医療従事者の定着率は高く人材育成を図るうえでの投入効果は高い一

方で、医療施設間のネットワークや情報共有は十分でないため、投入効果の面的拡大を図るた

めの方策を検討する必要性が提言された。これを受け、本プロジェクト実施の際に、対象4郡で

の取り組みについて、保健省やハトロン州保健局、さらに他の開発パートナーとプロジェクト

の進捗や成果に係る情報共有を行い、ハトロン州の他の郡への波及効果を図る。 
 

８．今後の評価計画 

（1）今後の評価に用いる主な指標 

４．（1）のとおり。 
 

（2）今後の評価計画 

2012年4月～8月ごろ ベースライン調査 

2014年2月ごろ   中間レビュー 

2015年9月ごろ   終了時評価 

事業終了3年後   事後評価  
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第１章 詳細計画策定調査概要 
 

１－１ 調査背景及び目的 

タジキスタン共和国（以下、「タジキスタン」と記す）は、近隣中央アジア諸国と比較して、妊

産婦死亡率は、64/10万出生とキルギスに次いで2番目に高く、5歳未満児死亡率は61/1000出生、乳

児死亡率は52/1000出生であり、共に同地域で最も高い数値を示している1。医療サービス提供側の

問題としては、旧ソビエト連邦（以下、「旧ソ連」と記す）時代に建設された医療施設や医療機器

の老朽化、水及び電気の確保、予算不足が問題となっており、住民側の問題としては、住民の健

康・衛生・保健サービスに対する知識の不足等が母子保健ケア推進の障害となっている。特に指

標の悪いハトロン州においては、内戦の影響により経験豊富な医療従事者が海外に流出したこと

も相まって、提供される保健医療サービスの質は徐々に低下しており、地方における基礎的保健

医療サービスの改善は喫緊の課題となっている。 

こうしたなか、JICAは2005年3月に「タジキスタン共和国母子保健分野プロジェクト形成調査」

を行い、これまで、医療特別機材供与案件「感染症対策特別医療機材供与」（2005～2009年度）、「感

染症対策特別医療機材供与フェーズ2」（2010～2014年度）2、「母と子の健康改善」（2003～2008年度）、

｢母と子の健康改善フェーズ2｣（2009～2013年度）3に加え、国別研修「母と子のすこやか支援プロ

ジェクト」〔2005～2007年度（フェーズ1）、2008～2010年度（フェーズ2）〕を実施してきている。

なお、上記国別研修はハトロン州内の4郡（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡）

から看護師、助産師等を本邦に招へいするもので、2010年度までに約40名が母子保健分野の技術

研修を受講した。 

さらに、2010年5月に実施された基礎情報収集・確認調査を受けて、2010年7月にタジキスタン

より、わが国に対して、ハトロン州の母子保健サービスの改善を目的とした協力が要請された。

これを受け、2011年2月にハトロン州4郡を対象地域とした本プロジェクト実施に向けた協力準備

調査を実施した。調査の結果、妊産婦死亡率や乳児死亡率、5歳未満児死亡率は低下傾向にある一

方で、妊産婦の貧血や栄養不良、低い産後健診受診率、さらに乳児の急性呼吸器疾患や下痢疾患

などが課題として確認された。本調査団は、2012年2月のプロジェクト開始を見据え、対象地域及

び保健医療施設の状況を調査するとともに、保健省、ハトロン州保健局や母子保健分野の主要ド

ナー等関係者と協議のうえ、達成されるべき目標と成果、活動計画、実施体制を具体化すること

を目的とし、詳細計画策定調査を実施した。 

 

                                                        
1 THE STATE OF THE WORLDS’ CHILDREN 2011, UNICEF 
2 予防接種拡大プログラム（EPI）ワクチン、コールドチェーン機材（保冷車）等、年間約4,000万円を国連児童基金

（UNICEF）経由にて供与。 
3 統合型小児疾患管理（IMCI）に係る必須医薬品、小額機材（体重計等）等、年間約1,500万円をUNICEF経由にて供

与。 
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１－２ 調査団構成 

業 務 氏 名 所  属 期 間 

総括/団長 

 

磯野 光夫 

 

JICA国際協力専門員 

（人間開発部 課題アドバイザー） 

2011/8/17～8/26 

 

協力企画 

 

阿部 将典 

 

JICA人間開発部保健第二グループ保

健第三課 職員 

2011/8/17～8/26 

 

評価分析 織本 厚子 株式会社日本開発サービス 2011/8/17～9/2 

通 訳 Muhiddin TOJIEV フリーランス（現地） 2011/8/18～8/30 

 

１－３ 調査日程 

日順 月日 曜日 時刻 磯野団長 阿部団員 織本団員 

AM
1 8/17 水 

PM

Islamabad（4：35）→Istanbul

（8：50）〔TK711〕 

Istanbul（20：45） 

Narita（12：00）→Istanbul（18：05）〔TK051〕 

Istanbul（20：45） 

AM →Dushanbe（3：20）〔TK254〕 

10：00 団内打合せ（JICAタジキスタン支所員を交えて） 

11：00 ドイツ復興金融公庫（KfW）協議 

12：00 JICAタジキスタン支所企画調査員（水資源担当）との協議 

14：00 ドイツ国際協力公社（GIZ）協議 

15：00 UNICEF協議 

16：00 世界保健機関（WHO）協議 

2 8/18 木 

17：00 在タジキスタン日本国大使館表敬 

9：00 保健省協議 

12：00 ハトロン州保健局協議 3 8/19 金 

14：30 Jomi郡中央病院、郡保健課、管区病院（Bahor）、ヘルスセンター（Lenin） 

10：00
4 8/20 土 

15：00
Shartuz郡中央病院、郡保健課、管区病院（Iskra）、ヘルスセンター（Iskra） 

AM
5 8/21 日 

PM
団内協議 

10：30 保健省協議 

15：00 KfW協議 6 8/22 月 

16：00 GIZ協議 

9：30

14：00

プロジェクトデザインに係るプロジェクト・サイクル・マネジメント（PCM）

ワークショップ（ハトロン州保健局、郡保健課、パイロット4郡医療関係者） 
7 8/23 火 

15：00 州病院視察 
ワークショップ 

内容取りまとめ 

9：00
団内協議〔ミニッツ最終案、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

最終案、活動計画（PO）最終案〕 

10：00 第三産科病院視察 資料整理 

15：30 保健省（ミニッツ署名・交換） 

16：30 大使館報告 

8 8/24 水 

17：00 事務所報告 

AM
11：00 Vahksi郡中央病院、

Kurob管区病院 9 8/25 木 

PM

Dushanbe（5：10）→Istanbul（8：35）〔TK255〕 

Istanbul（16：55）→ 
Kirof（Turdief）管区病院
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日順 月日 曜日 時刻 磯野団長 阿部団員 織本団員 

AM Narita（10：10）〔TK055〕 
10 8/26 金 

PM
Shartuz郡Ayvoj管区病院 

AM Rumi郡Navobod管区病院 
11 8/27 土 

PM Guliston管区病院 

AM
12 8/28 日 

PM

  

資料整理、報告書担当分野

作成 

AM

Jomi郡郡中央病院、プライ

マリーヘルスケアセンタ

ー 
13 8/29 月 

PM Bahor管区病院 

AM

研修ロジに関する問い合

わせ/電話による追加イン

タビュー 
14 8/30 火 

PM 事務所報告 

AM
15 8/31 水 

PM

資料整理、報告書担当分野

作成 

AM
16 9/1 木 

PM

Dushanbe（5：10）→Istanbul

（8：35）〔TK255〕 

Istanbul（16：55）→ 

AM Narita（10：10）〔TK055〕
17 9/2 金 

PM

  

 

 

１－４ 主要面談者4 

（1）タジキスタン側 

1）保健省（Ministry of Health：MOH） 

Ms. Saida Boboevna JOBIROVA 第一副大臣 

Ms. Gubahhor ASHUROVA 母子保健・家族計画局局長 

Ms. Dilafruz GHOIBOVA 国際関係局首席専門家 

Ms. Aziza KHOJAEVA 乳幼児・青少年保健・家族関係改善局局長 

Mr. Gafur Khojamurodov KfWプロジェクトコーディネーター 

 

2）ハトロン州保健局（Health Department of Khatlon Provincial Government） 

Mr. Sherali BUZMAKOV 局 長 

Mr. Sodiq DOLIEV 副局長 

 

3）ハトロン州立病院（Khatlon Provincial Hospital） 

Mr. Nzarov F. N.  ハトロン州立病院院長 

 

4）ジョミ郡（Jomi District） 

Mr. Yuldosh KABIROV 郡保健課課長 

                                                        
4 タジキスタンでは、病院はもとより、保健省やハトロン州保健局他、管理部門においても医学博士が多い。しかしながら、名

刺や名簿でMr./Ms.と記されていることが多く、すべてMr./Ms.で統一している。 
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Mr. Armniddin SOLIEV 郡中央病院（Central District Hospital：CDH）院長 

Mr. Nemonov ILHOM プライマリーヘルスケアセンター（Primary Health Care 

Center：PHCC）マネジャー 

Mr. Abdurauf TAGHOEV PHCCシニア看護師 

Ms. Tuhka NOZIVOVA リプロダクティブヘルスセンター（Reproductive Health 

Center：RHC）マネジャー 

Mr. Ahmadjon ABDIEV  Bahor第四管区病院長 

Ms. Shaharbonu SULAIMONOVA Lenin村落ヘルスセンター（Village Health Center：VHC）

長 

 

5）ルミ郡（Rumi District） 

Mr. Shamsuddin ABDURAHIMOV CDH院長 

Mr. Azizullo KHOLOV PHCCマネジャー 

Mr. Shamsiddin FAYZULLOEV  Navobod第四管区病院長 

Ms. Umeda AODWRAKILOVA Navobod VHC長 

Mr. Toshmuhammad KODIROV Guliston第二管区病院長 

Mr. Haknazar TOSHNAVOC Guliston VHC長 

 

6）シャルトゥーズ郡（Shartuz District） 

Mr. Isroil SHARIPOV CDH院長 

Ms. Muhabbat TURAKULOVA CDH産科部長 

Ms. Monakiz TUROPOVA CDH検査技師 

Mr. Rajab SHOMURODOV PHCCマネジャー 

Mr. Erkin DUSTMATOV Iskra第二管区病院長 

Ms. Saida SHOPLOVA Iskra VHC長 

Mr. Abdukholik CHORIEV Ayvoj第一管区病院長 

 

7）ヴァフシ郡（Vahksi District） 

Mr. Salikhov KURBON CDH院長 

Mr. Zokirjon KENJAEV CDH副院長 

Mr. Safarkhon SATTOROV Kulob第一管区病院長 

Mr. Khudoyberdi RAHMONOV Kulob VHC長 

Ms. Safargul RAHIMOVA Kulob VHC助産婦 

Ms. Halima JURABOEVA Kirof第三管区病院長 

Mr. Kobil YUNUSOV Kirof VHC長 

 

（2）他援助機関 

1）ドイツ復興金融公庫（Kreditanstalt für Wiederaufbau：KfW） 

Ms. Olga HEFELE 本部シニアプロジェクトマネジャー 

Mr. Furukh KASYMOV ローカルコンサルタント 
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2）ドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit：GIZ） 

Ms. Evelina TOTEVA プロジェクトマネジャー/首席技術専門家 

Ms. Manzura MIRSALDOVA プロジェクト調整員 

 

3）国連児童基金（United Nations Children’s Fund：UNICEF） 

Mr. S. K. KURBANOV 公衆衛生プログラム長 

 

4）世界保健機関（World Health Organization：WHO） 

Ms. Husniya DORGABEKOVA ヘルスシステムオフィサー 

 

（3）日本側 

1）在タジキスタン日本国大使館 

中山 喜弘 臨時代理大使 

小松 隆明 三等書記官 

浅野 史明 専門調査員（政務・経済・経協） 

 

2）JICAタジキスタン支所 

飯田 次郎 支所長 

上原 牧子 企画調査員 

地紙 広 企画調査員（給水） 

Mr. Safovudin Djaborov プログラムオフィサー 

 

１－５ 調査手法 

データ収集方法としては、関係者に対する詳細インタビュー、対象医療機関候補の視察及びイ

ンタビュー、文献レビュー（2010年タジキスタン母子保健現状調査報告書、2011年2月準備調査、

現地収集資料）、ハトロン州医療関係者を集めたPCMワークショップによる現状分析等を通じて実

施した。 

収集したデータを分析し、PDM案及びPO案を作成し、再度保健省と協議のうえ、プロジェクト

の詳細について合意した結果を取りまとめた。 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 総 括 

今回の調査を通じて、タジキスタン政府側の意向や既存の開発パートナーの支援状況にかんが

み、当初想定していたプロジェクトデザインである、ハトロン州対象4郡における母子保健サービ

スの改善を目的とした、①産前産後の健診体制の改善、②正常分娩及び緊急産科・新生児ケアに

係る対象医療施設の実施体制の強化、③小児疾患の総合的管理の改善、④州及び郡行政による母

子保健事業の計画・実施体制の強化というコンポーネントを以下のとおり変更することが妥当と

判断された。 

具体的には、ハトロン州の対象4郡における母子保健サービスに係る医療施設が有効に機能する

ことを目的として、①対象4郡における質の高いサービス提供のための妊産婦及び新生児ケアに係

る医療機材の整備、②対象4郡における妊産婦及び新生児ケアに係る医療施設の医療サービス提供

能力の強化、③対象4郡における住民の母子保健に対する意識の向上という3つのコンポーネント

を成果に据え、「医療サービス提供者側の施設整備と能力強化」と「サービス受領者側の知識や意

識の向上」という2つの側面からのアプローチをとるデザインとした。 

なお、タジキスタンにおける保健医療分野の技術協力プロジェクトの事業実績は浅いため、今

後円滑なプロジェクト実施に向けて、引き続きタジキスタン関係機関及び開発パートナーとの連

携を強化していく必要がある。 

 

２－２ 国家保健政策の動向 

タジキスタン全体の開発戦略として、2006年に「国家開発戦略（National Development Strategy of 

the Republic of Tajikistan for the period to 2015：NDS）」が制定された。NDSはミレニアム開発目標

（MDGs）に密接に関連し、開発課題を、①機能ブロック（経済成長及び社会サービス向上のため

の制度づくり）、②生産ブロック（安定した高度経済成長のための物質的な基礎の創設）、③社会

ブロック（社会サービスの改善）の3つの基本ブロックに沿って整理している5。保健医療について

は社会ブロックに分類され、保健医療システム改善のための優先課題として以下の4点が挙げられ

ている。 

① 保健医療システム改革の促進（民間セクター発展、保健分野への投資増加も含む） 

② 母子保健（Maternity and Child Health：MCH）の改善 

③ HIV/AIDS患者数の低下、感染症の減少及びワクチンで予防できる疾患の根絶 

④ 医療サービスのアクセス、質、効率の改善 

2010年には、NDSを土台にした保健医療分野の包括的な戦略として、「国家保健戦略（National 

Health Strategy, Republic of Tajikistan, 2010-2020：NHS）」が策定されており、当該戦略では、国民

の健康を増進し、健康な生活が送れる環境づくりをすることをめざし、下記3つの優先課題を掲げ

ている。 

① 保健システム改革：だれもがアクセス可能でかつ持続性が担保された透明性のあるアカウ

ンタビリティの高いヘルスケアサービスの提供をめざした保健ガバナンスシステムの近代

化 

                                                        
5 外務省ウェブサイト、タジキスタンの概要と開発課題より引用 
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② 保健サービスのアクセス、質、効率の改善 

③ 医療財源の確保 

上記NHSのなかでも、母子保健及び青年保健を強化することは、タジキスタン全体への疾病負

荷の削減のために不可欠な要素であるとしており、基礎保健パッケージの下に、産前ケア、分娩

及び新生児ケア、一般的な小児疾病の予防及び治療を、収入や住んでいる土地を問わず受けられ

るようにすることが重要であるとしている。 

その他、母子保健に関する政策及び戦略としては、2008年に策定された「安全な母性に関する

国家行動計画（National Action Plan on Safe Motherhood for the Period until 2014）」及び「リプロダク

ティブヘルス分野戦略計画（Strategic Plan for Reproductive Health until 2014）」等が実施中であるが、

前者の「安全な母性に関する国家行動計画」は、①安定した財源、②公的な産前健診の推進、③

産科ケアへのアクセスの向上、④全国レベルでの緊急産科ケアのモニタリングの確立を挙げてい

る。また、「リプロダクティブヘルス分野戦略計画」においては、2014年までに達成すべき指標と

して、妊産婦死亡率を35.0/10万出生、新生児死亡率を28.0/10万出生、定期健診を受診する妊婦の

割合を80.0％に引き上げ、自宅分娩の割合を25.0％まで下げるという目標を掲げている。 

代表的な子どもの健康に関する戦略としては、「小児及び青少年の健康に関する国家戦略

（National Strategy of the Republic of Tajikistan on Child and Adolescent Health till the Year 2015

（2008））」があり、妊婦の疾病と子どもの健康を確保し罹患及び死亡を減らすため、新生児期か

ら青年期までそれぞれのライフサイクルに適応した健康問題への課題〔乳幼児の栄養の確保、予

防接種、統合型小児疾患管理（IMCI）戦略に沿った予防と治療、心身発達、地域住民啓発、栄養

不良の予防と治療、微量栄養素の欠乏の予防と治療、健康な発育確保、下痢・急性呼吸器官系疾

患（Acute Respiratory Infection：ARI）の予防と治療、結核早期発見と治療、寄生虫の予防〕が掲

げられている。 

また、母子保健分野（産前産後ケアや産科救急など）においては、既に他ドナーの支援を受け

て国家基準が設けられており、その国家基準に基づいた研修ガイドラインの策定やマスタートレ

ーナーに対する研修も実施されている。 

 

２－３ ハトロン州対象地域の現状 

２－３－１ 対象地域の保健一般状況 

ハトロン州はタジキスタンの南西部にあり、その面積は約2万4,800km3、3つの市と26の郡から

成る。2009年のハトロン州の推定人口は270万172人で、男性134万3,550人、女性135万6,622人と

されている（タジキスタン国人口動態白書、2010）。また、対象郡であるジョミ郡、ルミ郡、シ

ャルトゥーズ郡及びヴァフシ郡の人口は州の約20.5％を占めており、2007年の郡別推定人口によ

ると、48万900人となっている。タジキスタン全体においては、人口の26.5％が都市部、73.5％

が農村部で生活をしていることを考えると、対象郡すべてにおいて、農村部人口の割合が高く、

産業や工業は遅れており、貧困率が高い。 
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表２－１ 対象郡郡別推定人口及び農村部人口（2007年） 

郡 名 人口（人） 農村部人口（％） 

ジョミ郡 117,500 91.4 

ルミ郡 138,600 86.6 

シャルトゥーズ郡 89,000 85.5 

ヴァフシ郡 135,800 88.5 
出所：Tajikistan Living Standard Measurement Survey 2007, UNICEF, 2008 

 

地理的には、南はアフガニスタン、西はウズベキスタンと国境を接している。気候は大陸性

気候で、首都のドゥシャンベよりも寒暖の差が大きい。内戦による影響が最も大きかったのは

ハトロン州の中でもハトロン州中央、ルミ郡、ヴァフシ郡を含む4郡1市であり、当時同州に在

住していた数多くの技術者や経験豊富な医療従事者等は、外国（アフガニスタン、ロシア等）

に流出したといわれている。 

2009年の対象郡における郡別出生率、妊産婦死亡率（Maternity Mortality Rate：MMR）、周産

期死亡率、死産率、乳児死亡率（Infant Mortality Rate：IMR）及び5歳未満児死亡率（Under 5 Mortality 

Rate：U5MR）、自宅分娩率の公表値は、表２－２のとおり。 

 

表２－２ 対象郡郡別出生率、MMR、周産期死亡率、死産率、IMR、U5MR、自宅分娩率 

郡 名 
出生率 

（/人口千） 

MMR 

（/出生10万）

周産期死亡

率（/出生千）

死産率 

（/出生千）

IMR 

（/出生千）

U5MR 

（/出生千） 

自宅分娩率

（％） 

ジョミ郡 33.0 - 12.3  6.4 12.9 19.0 17.2 

ルミ郡 28.8  22.0 22.0 12.4 22.7 28.8 18.4 

シャルトゥーズ郡 27.5 106.6 18.8 19.4 18.0 21.5  9.6 

ヴァフシ郡 28.1 - 30.4 14.8 18.0 21.3 18.4 

ハトロン州全体 28.0  37.4 19.6 12.8 17.2 23.3 18.0 

出所：タジキスタン国保健統計データ2009、共和国保健情報統計センター、20106 

 

5歳未満児死亡の主な原因は呼吸器疾患と下痢となっており、ハトロン州の新生児死亡の17％

は下痢、14.4％は肺炎が原因となっている7。5歳未満児の発育不良は39％、5歳未満児の低体重

児は15％にもなる8。 

妊産婦死亡の主な原因としては出産時出血、妊娠中毒症、敗血症、陰部外疾患の合併症

（Complications of extra-genital diseases）等が挙げられている9。 

女性の貧血はいまだに深刻な問題である。20％の妊産婦死亡は直接または間接的に妊娠時の

貧血に由来すると報告されており、貧血の主な原因は、貧しい食事習慣、鉄の摂取不足、感染

症（寄生虫、尿道感染症、マラリア、結核等）となっている10。 

ハトロン州で実施中の母子保健分野に関連のあるプログラムとしては、安全な母性、子ども

の健康、EPI、家族計画、IMCI、母乳保育推進、下痢疾患、ARI、栄養、寄生虫対策などがあり、

                                                        
6 2011年4月プロジェクト準備調査報告書より抜粋。ただし、ハトロン州ではMCHの保健指標は全国平均よりも悪いといわれて

いるが、このデータでは反対の結果になっており、保健指標データの信憑性については注意が必要。 
7 MICS 2005 
8 Tajikistan Living Standards Measurement Survey 2007, UNICEF 
9 A review of progress in Maternal Health in Eastern Europe and Central Asia, UNFPA, 2009 
10 Health service delivery for maternal, newborn and child health and nutrition in Tajikistan, UNICEF（2009） 
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その他、マラリア、HIV/AIDS・結核対策、糖尿病、虚血性心疾患、甲状腺腫、高血圧などがあ

る。 

 

２－３－２ 対象地域のドナー支援状況 

ハトロン州における母子保健分野における支援については、GIZ、UNICEF、国連人口基金

（United Nations Population Fund：UNFPA）、KfWが中心となって支援をしているが、本プロジェ

クトの対象4郡は、KfWのルミ郡、ヴァフシ郡の郡中央病院に対する包括的な機材供与プロジェ

クトを除き、直接の対象とはなっていない。ただし、GIZは、タジキスタンの産婦人科医療の質

を国際基準にまで改善することを目的としたプロジェクトを実施中（2008～2016）であり、ハ

トロン州はその対象となっている。そのなかでは、産婦人科医療ケアのキャパシティ・ディベ

ロップメントや医療施設、医療従事者、医療サービスの認定・質の管理に関しては、既に国家

基準が策定されており、下記分野における支援分野について州レベルの研修やモニタリングが

実施されている。 

① 法的枠組み策定 

・ 提供される医療サービスの質に関するカリキュラム、臨床指針、マニュアルなどの作

成及び更新 

・ 産科及び周産期の分野における基準文書の作成及び更新 

・ 大学院（修士・博士）のカリキュラムで開発された規範文書の統一 

② 「安全な母性」の分野における組織上あるいは人材能力向上 

・ 家族計画に関する研修 

・ 指針や基準の活用に関する研修 

・ 緊急産科ケア（Emergency Obstetric Care：EOC）に関する研修 

・ 質管理とアドミに関する研修 

・ 母子保健に関する海外スタディ・ツアーの実施 

③ 医療サービスの提供 

・ リプロダクティブヘルス（Reproductive Health：RH）と家族計画におけるサービスの提

供 

・ RHと家族計画における助産術への支援 

・ レファラルシステムの改善 

④ RH器具の安全管理 

・ 医薬品及び避妊具の供給 

・ 機材の供与 

⑤ モニタリング及び評価 

・ 産科施設へのモニタリング及び評価ツールの策定 

⑥ 関連した研究 

・ 母子保健分野における結果に基づいた国際的標準の開発 

⑦ 保健管理システム（HMIS） 

・ 産科、婦人科及び新生児のための情報システムの開発 

⑧ 住民への啓発活動 

・ 青少年へのRH啓発 
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・ 住民への啓発及び住民参加 

・ RHに関する法的支援 

・ RHに関する教育 

 

医療施設、機材においては、KfWが、ハトロン州の（本事業対象のルミ郡及びヴァフシ郡を

含む）10郡の郡中央病院に対して、産科部門の施設修復を含めた包括的な機材供与プロジェク

トを開始している。第2段階以降の対象病院は決まっていない。 

 

表２－３ KfWプログラム（第1段階）がカバーする地域と病院 

第1フェーズ 第2フェーズ 

Kurgan Tyube（州病院） Rumi（CDH）11 

Kulab（州病院） Temir Malik（CDH）

Hamadoni（CDH）：特に状態がひどい。施設改修の概算済み。 Vahksi（CDH）12 

Hurason（CDH） Vose（CDH） 

Farchor（CDH）：特に状態がひどい。施設改修の概算済み。  

Javan（CDH）：特に状態がひどい。施設改修の概算済み。  
出所：2011年8月KfWインタビュー 

 

死亡症例検討については、UNFPAが主に協力しており、ワーキンググループが結成され、深

刻なケースについては、州レベル（及び6郡）においても実施されている。妊産婦の死亡ケース

については、3カ月に1度モニタリングされている。 

感染症対策については、WHOの支援を受け、WHOの定めたプレキャストが存在したが、衛生

局が既にある基準を無視した感染のプレキャストを策定したため、現在、調整中となっており、

6カ月以内に統一されたプレキャストが再策定される予定となっている。 

GIZは、母子手帳の取り組みについて関心を寄せているが、現在、保健省が既にワーキンググ

ループを結成し、自分たちのテンプレートを作成中。2011年内にはドゥシャンベでパイロット

（3カ月）を実施し、その結果を踏まえて改訂、他地域に展開していく予定となっている。 

 

２－３－３ 対象地域医療機関システム及び状況 

タジキスタンでは、2010年に策定された、国家保健戦略13に基づき、アクセス、質、効率性の

向上をめざした医療施設の統合、整理が進行中となっている。2012年をめどにリプロダクティ

ブヘルスセンター（Reproductive Health Center：RHC）は、プライマリーヘルスケアセンター

（Primary Health Care Center：PHCC）下に統合されることが決まっているが、現状は、並列状態

にある〔ただし、村落ヘルスセンター（Village Health Center：VHC）レベルでは、RHCスタッフ

は1人であることが多く、実質的にはVHCの一員として機能していることが多い〕。また、郡中

央病院（Central District Hospital：CDH）には、必ず外来機能としてのPHCCが隣接している。郡

によって機材やリソースのシェアの度合いが異なる。 

                                                        
11 本プロジェクト対象郡 
12 同上 
13 National Health Strategy, Republic of Tajikistan, 2010-2020 
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各管区病院（Number Hospital：No. Hos.）も、VHCと同じ敷地内にあることが多い。以前は、

スタッフや予算をシェアしていたということだが、現在は、スタッフの給与を含む予算は、管

区病院は各郡の財務課から郡中央病院を通して支給され、VHCはPHCCを通して支給されるため、

分業が進みつつある。ただし、僻地では、予算はあっても専門医の獲得が難しいため、管区病

院の医師が、一部VHCの医師として働いているケースも散見された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ ハトロン州保健セクター組織図14 

 

なお、2011年8月現在の州保健局郡別保健医療施設数は表２－４のとおり。 

 

表２－４ 対象郡保健医療施設数（2011年8月） 

郡 名 郡中央病院 管区病院 PHCC VHC MH 

ジョミ郡 1 2（3）15 1  7 48 

ルミ郡 1 4 1 16 38 

シャルトゥーズ郡 1 4 1 10 47 

ヴァフシ郡 1 4（6）16 1 13 47 
出所：2011年8月各PHCCマネジャーインタビュー 

 

主要な医療機材供与先候補としては、第1期、第2期KfWの支援対象になっていないジョミ郡

及びシャルトゥーズ郡の郡中央病院及び対象4郡から優先度の高い管区病院とすることが想定

されたため、複数ある管区病院について、ハトロン州保健局に対し、その状況及び優先度につ

                                                        
14 HD：Health Division, PHCC：Primary Health Care Center, RHC：Reproductive Health Center, CPHLS：Centers for Promotion of Healthy 

Life Style, No. Hos.：Number Hospital, HC：Health Center, MH：Medical House（Point） 
15 現状は3病院だが、将来的には2病院になる予定。 
16 現状は6病院だが、将来的には4病院になる予定。 
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いてインタビューを実施した（付属資料５参照）。 

 

表２－５ ハトロン州保健局の対象4郡の管区病院優先順位 

郡（管区病院数） 優先度順管区病院17 その他（CDH情報等） 

ルミ郡（4） 1. Navobod Hospital（よく機能してい

る。人材は問題なく、ポテンシャル

が高い） 

2. Guliston Hospital（遠隔地。人材は問

題あり。外科医常駐。施設の老朽化

が激しい） 

・ Toshrobod Hospital 

・ Kalinin Hospital（VHCとの距離あり）

CDHは、日本大使館が給排水改修のプ

ロジェクトの支援予定。水がないため

衛生問題多し。電気供給問題なし。 

管区病院にはバックアップジェネレー

ターを入れている。 

郡全体の状況としては、「良」。 

ヴァフシ郡（6） 6病院のうち、2病院はヘルスセンター

に降格予定。4病院は機能している。

1. Kulob Hospital（CDHに近い。小児科

はあるが、産科はない） 

2. Turdiev Hospital（Kirof Hospital）（州

都に近いが、設備が悪い。産科あり）

・ Vakhsh Hospital 

・ Hakikat Hospital 

Kulob Hospital（CDH）は悪くない。給

水問題は1階は解決しているが、2～4

階はない。 

シャルトゥーズ

郡（3） 

1. Iskra Hospital（遠隔地。Uzbekボーダ

ー） 

2. Ayvoj Hospital（遠隔地。Afghanボー

ダー。医師補のみ。現在施設補修中）

・ Pakhtaobod Hospital （ 比 較 的 Iskra

Hospitalに近い） 

州中央から最も遠い郡。 

CDHは大規模な改修が必要。1つの建

物は全く機能していない。給水問題。

人材はマイナーな問題のみ。 

ジョミ郡（3） 

副局長担当 

1. Bahor Hospital（遠隔地。25ベッド。

将来性あり） 

・ Mehnat Hospital（郡中央から25km。

20ベッド。あまり機能していない。

準備調査にてVHCを訪問している）

・ Tojikistan Hospital（郡中央にも近く、

機能していないため、ヘルスセンタ

ーに降格予定） 

CDHに関する言及なし。 

出所：2011年8月ハトロン州保健局局長及び副局長インタビュー 

 

また、インタビューを行った主要機材供与対象候補の郡中央病院及び管区病院における、2010

年もしくは過去1年間の分娩数、妊産婦死亡数、死産数、5歳未満児死亡数、自宅分娩数は表２

－６のとおり。ちなみに、管区病院では、緊急時を除き、正常分娩以外は取り扱わない（帝王

切開は郡中央病院レベル以上）。また、第一子の分娩も受け付けないところが多い。視察した郡

中央病院及び管区病院の大多数が、水道施設が利用できないでいる。また、冬期は電力供給が

優先される特別ラインが引かれていない病院については、頻繁に停電になり、バックアップジ

                                                        
17 番号は優先順位。箇条書き記号で記されている病院は優先順位に関する言及はなかった。 
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ェネレーターもない所も多いため、妊産婦は冬期の入院を嫌がることが多い。 

 

表２－６ 訪問先の分娩数、妊産婦死亡数、死産数、5歳未満児死亡数、自宅分娩数 

（2010年もしくは1年間平均） 

病院名18 分娩数 
妊産婦

死亡数 
死産数 

5歳未満

児死亡数

自宅 

分娩数
備 考 

CDH（J） 3,460 0 
46 

（3-5/100）
 8 18％

冬期も電力が優先される特

別ラインあり。ベッドの不

足で、分娩直前まで管区病

院で待機。 

Bahor No. 

Hos.（J） 
 300 0  0 

3-4

（U1yr）
20-30％

 

CDH（R） 4,675 3 72 24  15  

Navobod No. 

Hos.（R） 
 400 0  3  0 30-40 

冬期も電力が優先される特

別ラインあり。 

Guliston No. 

Hos.（R） 
 550 0 1-2 10-12   6 

建物の老朽化が激しい。 

CDH（S） 2,825 2 41 15 28％  

Iskra No. Hos.

（S） 
 720 0  0  2 ?* 

* TBA（伝統的産婆）による

自宅分娩が多いが不法であ

るため把握しきれない。 

Ayvoj No. 

Hos.（S） 
  96 0  3  1 10％

大規模な改修工事中。現在

は分娩はCDHに移送。 

CDH（V） 2,688 3 36 18/1000 201 
水道、電力とも特に問題な

し。 

Kulob No. 

Hos.（V） 
n.a. n.a.  3 >5  67 

産科なし（郡中央病院へ）

Kirof No. Hos.

（V） 
 264 0  1 

6（U1yr）,

7（U5yrs）
  48* 

*21件は医療従事者による

サポートを受けた。 
出所：2011年8月各病院院長インタビュー結果（付属資料５．参照） 

 

２－３－４ 対象地域におけるMCHに関する課題及び状況 

ハトロン州の対象4郡については、PCMワークショップのなかでも指摘されたとおり、医療を

提供する側としては、予算の8割以上は給与であるため、実際に行うはずの家庭訪問サービスも

ままならないというような予算不足の問題や、医療施設や機材の老朽化というインフラの問題、

経験豊富な医療人材は、内戦時代に海外に流出したこともあり、医療従事者の経験や能力が不

足しているという問題が挙げられる。また、医療を受ける側としては、MCHに関して妊娠中や

新生児の危険な兆候を見逃してしまう、産前・産後ケアの重要さの認識が薄いというような知

識の欠如等が問題になっていると考えられる。 

 

                                                        
18 CDH：郡中央病院、No.Hos.：管区病院、J：ジョミ郡、R：ルミ郡、S：シャルトゥーズ郡、V：ヴァフシ郡  
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（1）医療機材及び施設 

・ 今回視察したすべての保健医療施設においては、医療機材が老朽化しているか、ある

いは必要な機材が不足し、適切な医療サービスを提供できない状況にある。管区病院

で緊急患者を輸送することができる車両があるところは少数であった。 

・ シャルトゥーズ郡中央病院、ルミ郡中央病院及びNavobod管区病院を除いたすべての管

区病院においては、電力が優先される特別ラインがないため、冬期になると頻繁に停

電する。バックアップジェネレーターがない病院もあり、ある所でも、手術など、緊

急の際にしか使わないという状況であった。また、電圧変動幅が大きいため、精密機

械などを維持・使用するのに支障を来している。 

・ ヴァフシ郡中央病院及び現在大規模な改修をしているAyvoj管区病院を除き給排水につ

いては、屋外・屋内配管ともほとんどの施設で破綻しており、給排水の整備は切実な

問題となっている。また、衛生施設についても、定期的に汲み取りがされている気配

はなく、患者の病気が感染する温床となっている。 

・ 予算の8割以上は給与であるため、老朽化した施設を保守することが困難となっている。

特にルミ郡のGuliston管区病院は建物自身が危険といえる状況になっており、医療サー

ビスの提供に支障を来している。ただし院内はどこもきれいに掃除されており、現在

も使われている機材については、カバーがかけられ、大切に使われているという印象

があった。 

・ 機材維持に関する課題は大きく、UNICEFが供与した機材（保育器等）が数カ月で故障

したという例もある。また、機材オペレーターや技術要員の確保をどのように行って

いくかとうい問題もある。ただし、ジョミ郡のように、郡中央病院の超音波診断機を

村落ヘルスセンターに貸し出しをして、妊産婦全員が一度は超音波診察を受けられる

ようになっているシステムを採用している郡もあるため、基本的な医療機材の使用方

法や管理方法について知識を得られれば、その知識を活用できる人材は存在すると考

えられる。 

 

（2）保健医療サービス提供能力 

・ 医療人材の人数は足りているが、経験豊富な医療人材は、内戦時代に海外に流出して

おり、最近になって次々と養成された医師補や看護師は、MCHやRHに関する知識や機

材の使用の経験が不足している。 

・ 待遇や職場環境が悪いため（管区病院院長の収入は月6,000円程度）、ジョミ郡のBahor

管区病院やシャルトゥーズ郡のAyvoj管区病院のように、予算はあっても、専門医が地

方には赴任したがらない。また、予算の8割以上は給与であるため、実際に行うはずの

家庭訪問サービスもままならないという問題がある。 

・ ジョミ郡中央病院産科部門において、看護師が「機材が壊れている」というのを無視

して、産科部門長が、「利用可能」と豪語していたように、失敗や不備を隠そうという

意識がある医療従事者もおり、機材導入する際に障害になり得るが、全体としては、

少ない給料でも一生懸命なんとかしようとする気概を感じさせる医師や看護師が多か

った。 

・ 母子保健の各分野（産前後ケアや産科救急など）に関しては、GIZやWHO等の支援を
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受け、既に保健省が国家基準を策定し、一部については研修ガイドラインの策定やマ

スタートレーナー育成などが行われているが、産前・産後健診に必要だと考えられて

いる回数がまちまちであるなど、国家基準等がまだ周知されていない部分も多いと考

えられる。 

・ 妊産婦死亡の要因として、出血、高血圧症、子宮破裂等が多い。国、州レベルの死亡

症例検討は開始されているが、郡レベルに死亡症例検討を展開し、正確な原因を突き

止め、産前・産後、周産期ケアのサービスの質の向上、レファラルシステムの改善、

移動手段の改善、EOCへの適切なアクセスを図れば、地方においては、妊産婦の死亡

率を減少させることが可能であると考えられている。 

・ 乳児死亡や5歳未満児死亡の原因は、下痢疾患やARI、肺炎等が多数を占めるため、国

家ガイドラインの感染予防に準じた感染対策の標準実施手順書を開発することが必要

である。ちなみに、対象郡におけるワクチン接種率は平均して9割を超えており、コー

ルドチェーンにも問題はないと報告されているが、撲滅したはずのポリオが流行する

など、定期的な予防接種がどのくらい適切に実施されているかは、担当者のマネジメ

ント及び熱意によるところが大きい。 

 

（3）対象郡住民の母子保健に対する意識 

・ 対象郡においては、住民の8割以上は農村地区に居住しており、遠隔地にあり、交通手

段がないという問題がある。 

・ 文化的に、妊産婦自身は保健医療施設で健診や処置を受けたいと願っていても、夫や

夫の家族の同意を得られないと勝手に受診できない背景がある。 

・ 遠隔地であることや費用の問題もあり、いまだに、医療従事者の介助を受けずに、伝

統的産婆（Traditional Birth Attendant：TBA）や親類縁者に頼って自宅分娩を行っている

妊産婦も存在するが、違法であるために実態を調査したり、TBAの技術向上（研修や

トレーニング等によって安全な分娩方法を習得する）や認定を行うことができない。

ただし、メディカルハウス（Medical House：MH）という医療従事者の駐在ポイント数

は増加しているため、以前よりも自宅分娩において医療従事者が介助することが多く

なってきている。 

・ 住民の衛生や栄養についての知識が不足していると考えている医療従事者が多いが、

女性や子どもをターゲットとした場合、本や雑誌では興味を引きつけることが難しい。

最近では貧しい家庭でもテレビの普及が進んでいるため、テレビでの放映によって啓

発するのが効果的だとする意見もあった。 

 

２－４ プロジェクト基本計画 

プロジェクトの協力期間は、討議議事録（R/D）署名（2011年12月ごろを予定）を経て、2012年

2月から2016年1月ごろを計画している。 

プロジェクトの対象地域は、ハトロン州4郡（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ

郡：4郡の人口約48万人）とする。4郡のうち、特に主要なカウンターパートは、郡保健課、郡中

央病院（CDH）、管区病院（4郡から1病院ずつ）、プライマリーヘルスケアセンター（PHCC）とし

ているが、対象医療機関は、4郡のCDH、管区病院、PHCC、村落ヘルスセンター（VHC）すべて
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とする。 

プロジェクトの内容は下記のとおり。 

 

項 目 指 標 

【プロジェクト目標】 

ハトロン州の対象4郡における医療施設に

おいて、母子保健サービスがより適切に利

用されるようになる。 

指標1：対象4郡において、7回以上の産前健診を受

け、7回以上の産後健診を受ける妊婦の割合が80％以

上になる。 

指標2：対象4群において、2011年と比較して、在宅

分娩の割合が10％減少する。 

指標3：対象4群において、妊婦合併症をもつ人の

90％以上が適切な治療によりコントロールされる。

【成果1】 

対象4郡の対象医療施設において、質の高

いサービス提供のための産科及び新生児

ケアに係る医療機材が整備され、適切な維

持管理の下で利用される。 

指標1-1：90％以上の機材が適切に維持管理される。

【成果2】 

対象4郡において、産科及び新生児ケアに

係る医療施設の医療サービス提供能力が

強化される。 

指標2-1：各プライマリーヘルスセンター及び村落

ヘルスセンターに産科ケアに関して必要な研修を受

講したスタッフが1名以上存在する。 

指標2-2：対象となる郡中央病院及び管区病院に産

科・新生児ケアに関する研修を受講した母子保健に

関するスタッフ（主任内科医、婦人科医、小児科医、

麻酔医、看護師長、助産師長、助産師等）が1名以上

存在する。 

指標2-3：対象となる郡中央病院の術後及び分娩後

の感染数が2011年と比較して30％減少する。 

指標2-4：対象となる郡中央病院において、妊産婦

死亡症例及び新生児死亡症例のうち、90％以上の症

例についての死亡原因が検討される。 

【成果3】 

対象郡において、住民の母子保健に対する

意識が向上する。 

指標3-1：対象郡の選定された地域において、ベー

スライン調査と比較して、母子保健ケアに関する適

切な知識をもつ住民の割合が30％増加する。 

指標3-2：対象郡の選定された地域において、ベー

スライン調査と比較して、母子保健ケアに関する適

切な知識をもつ妊産婦の割合が30％増加する。 

 

JICAは、これまで、MCH分野において、医療特別機材供与案件「感染症対策特別医療機材供与」

（2005～2009年度）、「感染症対策特別医療機材供与フェーズ2」（2010～2014年度）19、「母と子の健

康改善」（2003～2008年度）、｢母と子の健康改善フェーズ2｣（2009～2013年度）20に加え、国別研修

「母と子のすこやか支援プロジェクト」〔2005～2007年度（フェーズ1）、2008～2010年度（フェー

ズ2）〕を実施してきた。特に、国別研修においてはハトロン州内の対象4郡（ジョミ郡、ルミ郡、

                                                        
19 EPIワクチン、コールドチェーン機材（保冷車）等、年間約4,000万円をUNICEF経由にて供与。 
20 IMCIに係る必須医薬品、小額機材（体重計等）等、年間約1,500万円をUNICEF経由にて供与。 
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シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡）から産婦人科医、看護師、助産師等40名が2010年度までに母子

保健分野の技術研修を受講しているため、これらの人材をプロジェクト内で活用することが可能

である。 

要請書のなかでは、機材供与のほか、母子手帳導入への支援も含まれていたが、既に最終版策

定、パイロット実施及び全国への配布の作業過程が決まっており、現時点でこの作業過程に介入

することは困難であると判断した。最終的に「医療サービス提供者側の施設整備と能力強化」と

「サービス受領者側の知識や意識の向上」という2点からのアプローチにて、対象郡における母子

保健指標の向上をめざす枠組みとなっている。 

 

２－５ プロジェクトの実施体制とプロセス 

２－５－１ 実施主体 

プロジェクトは、以下を実施主体として実施される。 

① プロジェクトディレクター：保健省母子保健・家族計画局局長 

プロジェクト監督と実施全体の責任を負う。 

② プロジェクトマネジャー：ハトロン州保健局局長 

プロジェクト運営の責任を負う。 

③ プロジェクトリーダー：対象4郡における郡中央病院院長（4）及びPHCCマネジャー（4） 

プロジェクトの実施を行い、技術面での責任を負う。 

④ カウンターパート：郡中央病院、管区病院、PHCC/VHC、RHCスタッフ 

プロジェクトの実施を行う。 

 

２－５－２ 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC） 

プロジェクトの有効かつ適切な実施のため、以下の機能をもつJCCを、保健省第一副大臣を議

長とし設置する。委員会の構成については、付属資料１（ミニッツ英文付属資料）のとおり。 

① プロジェクト年次計画の承認を行う。 

② プロジェクトの見直しとモニタリング・評価を行う。 

③ プロジェクトに問題が生じた場合またはプロジェクトに影響を及ぼし得る外部要因が生

じた場合に対する打開策を講じる。 

 

２－５－３ 州レベルワーキンググループ（Provincial Level Working Groups） 

プロジェクトの有効かつ適切な実施のため、以下の機能をもつ州レベルワーキンググループ

を、ハトロン州保健局長をグループ長とし設置する。ワーキンググループの構成については、

付属資料１（ミニッツ英文付属資料）のとおり。 

① 郡レベルの年次計画を承認し、プロジェクト年次計画の作成を行う。 

② プロジェクト年次計画の見直しとモニタリングを行う。 

③ プロジェクトに問題が生じた場合またはプロジェクトに影響を及ぼし得る外部要因が生

じた場合に対する打開策を講じる。 
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２－５－４ 郡レベルワーキンググループ（District Level Working Groups） 

プロジェクトの有効かつ適切な実施のため、以下の機能をもつ郡レベルワーキンググループ

を、各郡保健課長をグループ長とし設置する。ワーキンググループの構成については、付属資

料１（ミニッツ英文付属資料）のとおり。 

① 郡レベルの年次計画の作成を行う。 

② 郡レベルプロジェクト年次計画の見直しとモニタリングを行う。 

③ プロジェクトに問題が生じた場合またはプロジェクトに影響を及ぼし得る外部要因が生

じた場合に対する打開策を講じる。 

 

２－６ プロジェクト実施上の留意点 

・ それぞれの指標の基準値・目標値については、プロジェクト開始後のベースライン調査後に

設定し、最初のJCCで先方と協議のうえ決定する。特に、タジキスタン統計局の数値とWHO

やUNICEFの数値が異なることが多いため、できる限りベースライン調査とエンドライン調査

で対象医療施設の把握しているプロジェクト開始前年の乳児死亡数及び妊産婦死亡数を確認

するなど、比較対照できる数値を確認しておくことが望ましい。 

・ 他ドナーの支援が中央レベルにおける国家基準策定と人材育成が中心であるため、現場での

カウンターパートを巻き込んだJICA式の技術移転が根付くには一定の時間を要するものと考

えられる。 

・ ①医療機材の整備（成果1）、②医療従事者の能力強化（成果2）、③サービス受益者の知識や

意識向上（成果3）をコンポーネントとして実施する。ジェンダー平等の観点から、僻地地方

においては、妊産婦が医療施設で適切な妊産婦ケアを受けられるようにするためには、妊産

婦本人（女性）だけではなく、男性を含めたコミュニティ全体を巻き込んだ啓発活動を実施

する必要がある。 

・ 医療機材については、KfWが本プロジェクトの対象4郡のうち、ルミ郡とヴァフシ郡の2郡の

郡中央病院に対して2013年ごろに機材供与を行う予定であり、それらを除いたジョミ郡、シ

ャルトゥーズ郡の郡中央病院と4郡の優先度の高い4つの管区病院に対して機材を供与するこ

ととする。ただし、安定した電力の確保のために自家発電機や電源安定機器も同時に供与す

る必要がある。詳細な購入リストは現地調査に基づき各病院ごとに別途検討する必要がある。

さらに、機材内容については維持管理や消耗品補給などの観点から、KfWと同じ製品を供与

することが望まれる。予算的制約から本プロジェクトでの対応は困難であるが、給排水施設

整備も重要である。機材の有効利用や衛生面の観点から、ろ過設備及び純水（蒸留水）作成

などの機材整備が必須である。 

・ 既に他ドナーの支援を受けて母子保健分野（産前産後ケアや産科救急など）において国家基

準があり、これに基づいて一部では研修ガイドラインの策定やマスタートレーナーに対する

研修も実施されていることから、これらの既存の枠組みのなかで医療従事者の研修を実施せ

ざるを得ない。母子保健分野においては、他ドナーの活動が活発であるため、保健省との調

整はもちろんのこと、他ドナーとの連携・協調を積極的に推進する必要がある。 
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第３章 プロジェクトの実施妥当性 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断できる。 

 

３－１－１ タジキスタンにおける政策との整合性 

タジキスタン全体の開発戦略として、2006年に「国家開発戦略（National Development Strategy 

of the Republic of Tajikistan for the period to 2015：NDS）」が制定された。NDSはミレニアム開発

目標（Millennium Development Goals：MDGs）に密接に関連し、開発課題を、①機能ブロック（経

済成長及び社会サービス向上のための制度づくり）、②生産ブロック（安定した高度経済成長の

ための物質的な基礎の創設）、③社会ブロック（社会サービスの改善）の3つの基本ブロックに

沿って整理している21。保健医療については社会ブロックに分類され、母子保健（MCH）の改善

及び医療サービスのアクセス・質・効率の改善が挙げられている。 

また、2010年には、NDSを土台にした「国家保健戦略（National Health Strategy, Republic of 

Tajikistan, 2010-2020：NHS）」が策定されており、そのなかでも、医療サービスのアクセス、質

や効率性の改善は重点項目となっており、母子保健及び青年保健を強化することは、タジキス

タン全体への疾病負荷の削減のために不可欠な要素であるとしており、基礎保健パッケージの

下に、産前ケア、分娩及び新生児ケア、一般的な小児疾病の予防及び治療を、収入や住んでい

る土地を問わず受けられるようにすることが重要であるとしている。その他、「安全な母性に関

する国家行動計画」「リプロダクティブヘルス分野戦略計画」「小児及び青少年の健康に関する

国家戦略」等が実施中となっている。 

本プロジェクトは、ハトロン州の対象4郡における母子保健サービスに係る医療施設が有効に

機能することを目的としており、NDS及びNHSの目標のなかでも、特に、MCHの改善及び医療

サービスのアクセス・質の改善、母性・子どもの健康強化、感染症の予防及びコントロール分

野と合致している。 

 

３－１－２ 日本の援助方針との整合性 

わが国の「対タジキスタン国別援助計画」（2009年4月版）のなかで、タジキスタンでは基礎

的社会サービスに対する国民の需要は依然として高く、人間の安全保障の基盤として、今後と

も国民が健康な生活を営めるような保健・衛生分野の整備に協力していくことが重要であると

されており、具体的な4つの援助重点分野のうち、「基礎的社会サービスの整備」が挙げられて

いる。また、国別事業展開計画（2010年8月版）においても、「基礎的社会サービスの整備」分

野には、開発課題として、「保健・医療」「水供給」「キャパシティ・ビルディング」が定められ、

本プロジェクトは、「保健医療」のなかの「母子保健プログラム」の1つに位置づけられている。 

また、本プロジェクトは、妊産婦や新生児の健康改善を上位目標とするものであり、日本政

府が重点を置いているミレニアム開発目標達成への貢献に資する案件である。 

 

                                                        
21 外務省ウェブサイト、タジキスタンの概要と開発課題より引用 
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３－１－３ 他ドナーによる協力との相互補完性 

2008年以降、タジキスタン保健省と開発パートナー間でセクターワイドアプローチ（Sector 

Wide Approaches：SWAps）が進められ、WHO、UNICEF、GIZ、世界銀行（WB）等が中心とな

って、タジキスタン保健省の援助調整を行っている。母子保健分野においては、GIZ、KfW、

UNICEF、WHOが中心となって推進しており、母子保健への支援は重要視されている。 

また、前述のとおり、母子保健分野においては、他ドナーの活動が活発であるため、保健省

との調整はもちろんのこと、他ドナーとの連携・協調を積極的に推進する必要があるが、WHO、

UNICEF、GIZ等は、中央レベルにおける国家標準などの策定とこれを実施可能とする人材育成

が中心とした支援であるのに対し、JICAの現場レベル、地方レベルの展開については、他ドナ

ーの協力との相互補完性が高く、他ドナーからの期待も高い。 

 

３－１－４ 対象地域選定の妥当性 

ハトロン州は、内戦の被害を最も受けた、人の流出が多く、工業や産業の立ち遅れた貧困率

の高い地域であるといわれており、保健省はもちろんのこと、今回訪問したドナー機関（GIZ、

KfW、UNICEF、WHO）からも対象地域選定は妥当であると評価された。内戦による影響が最も

大きかったのはハトロン州の中でもハトロン州中央、ルミ郡、ヴァフシ郡を含む4郡1市であり、

対象4郡（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡）は、ルミ郡とヴァフシ郡の郡中

央病院がKfWの機材供与対象となっているほかは、他ドナーがあまり活動していない郡となっ

ているため、ハトロン州保健局局長からも、対象4郡への支援を歓迎する旨が表された。 

また、草の根・人間の安全保障無償資金協力によってルミ郡の給排水施設改修案件が実施さ

れることになっており、国別研修「母と子のすこやか支援プロジェクト」〔2005～2007年度（フ

ェーズ1）、2008～2010年度（フェーズ2）〕においてはハトロン州内の対象4郡（ジョミ郡、ルミ

郡、シャルトゥーズ郡、ヴァフシ郡）から産婦人科医、看護師、助産師等約40名が2010年度ま

でに母子保健分野の技術研修を受講しているため、これらの人材をプロジェクト内で活用する

ことが可能であるなど、複数のスキームが有機的に組み合わさった相乗効果が期待される。 

 

３－２ 有効性（見込み） 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が見込める。 

プロジェクト目標である「ハトロン州の対象4郡における医療施設において、母子保健サービス

がより適切に利用されるようになる」を達成するためには、「対象4郡において、質の高いサービ

ス提供のための産科及び新生児ケアに係る医療機材が整備され、適切な維持管理の下で利用され

る」「対象4郡において、産科及び新生児ケアに係る医療施設の医療サービス提供能力が強化され

る」「対象郡において、住民の母子保健に対する意識が向上する」という3つの成果が達成される

必要性があるが、現地関係者（保健省、他ドナー、ハトロン州保健局、対象4郡医療関係者）との

協議においても、同目標の重要性及び本成果を達成するのに必要な要素であるという共通の認識

があることが確認されている。また、有効性を阻害する要因も現時点では特に認められない。 

 

３－３ 効率性（見込み） 

本プロジェクトは、成果3に関しては未確定な部分があるものの、全体的には効率的な実施が見

込める。 
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「対象4郡において、質の高いサービス提供のための産科及び新生児ケアに係る医療機材が整備

され、適切な維持管理の下で利用される」という成果を上げるために、活動内容としては、機材

詳細を決定し、該当医療施設に供与するだけではなく、その利用方法及び維持管理、手順書を開

発することにより、投入された機材が効率的に（有効に）利用されることが可能となる。 

「対象4郡において、産科及び新生児ケアに係る医療施設の医療サービス提供能力が強化され

る」という成果を上げるためには、対象郡の医療従事者に対する国家基準に準じた妊産婦・新生

児ケアに関する研修を提供し、感染対策の実施手順書を開発し、各医療施設において感染対策を

実施するとともに、死亡症例検討を郡レベルでも実施することによって、対象郡の医療従事者の

能力向上を通じて可能になると考えられる（ただし、成果3については、今まで他ドナーにおいて

もコミュニティレベルの啓発活動が行われていないため、ベースライン調査によって活動内容を

決定することとしている）。 

また、活動に必要な量・質の投入が計画されており、保健省の当該分野へのコミットメントの

度合いは高く、外部条件（タジキスタンと近隣諸国に紛争が起こらない、タジキスタン側のカウ

ンターパートがプロジェクトを責任をもって実行する、研修を受けたカウンターパートが頻繁に

辞職や異動しない、感染に関する国家ガイドラインが遅くとも2012年8月までに完成し、現存する

2つの規定が統合される、死亡症例検討についての国家基準及びガイドラインが2012年8月までに

策定される）は満たされる可能性が高いと考えられる。 

その他、研修や機材供与に関しては、既にある国家基準や他ドナーとの連携の下に実施される

ことが想定されているため、マスタートレーナーの活用や既にある教材、供与機材のスペック等

を利用することによって、無駄のない効率的な支援が可能となっている。 

 

３－４ インパクト（予測） 

本プロジェクトのインパクトは以下のように予測される。 

上位目標は、プロジェクト目標と関連しており、プロジェクトの効果として発現が見込まれる。

また、現時点で負のインパクトが生じることは考えられない。 

本プロジェクトは対象郡4郡への協力となっているが、本プロジェクトの成果が認められれば、

実施方法や支援の組み合わせについてのモデルケースとなり得るため、将来的には対象郡4郡を越

えたインパクトを得る可能性がある。 

 

３－５ 自立発展性（見込み） 

以下のとおり、本プロジェクトによる効果は、カウンターパート、タジキスタン政府によりプ

ロジェクト終了後も継続されるものと見込まれる。 

 

３－５－１ 組織・制度面 

本プロジェクトは、他ドナーからの支援を受け、保健省自ら改革した組織、制度をフル活用

したうえで実施される事業となっており、ある意味、JICAの独自色が出しづらい半面、自立発

展性は十分に担保されていると考えられる。また、最近になって次々と養成された医師補や看

護師は、養成される時点で地方赴任のための医師補や看護師というように、最初から僻地勤務

義務が生じており、地方医療従事者が制度的にある程度確保されている。 
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３－５－２ 技術面 

国別研修「母と子のすこやか支援プロジェクト」〔2005～2007年度（フェーズ1）、2008～2010

年度（フェーズ2）〕においてはハトロン州内の対象4郡（ジョミ郡、ルミ郡、シャルトゥーズ郡、

ヴァフシ郡）から産婦人科医、看護師、助産師等約40名が2010年度までに母子保健分野の技術

研修を受講しているが、日本で研修を受けた人材が中心となって、自力で母子手帳普及のため

に保健省内でワーキンググループを発足させるなど、経験豊富な医療従事者が不足していると

はいっても、タジキスタンにおいては、性別を問わず識字・就学率も高く、得た知識や技術を

活用し、その組織や制度面に反映させる底力のある人材が存在するため、本プロジェクトの継

続性は担保されていると考えられる。 

 

３－５－３ 財政面 

保健予算の約80％が給与であるタジキスタンにおいては、将来的にプロジェクトでの活動を

継続・展開する予算をどの程度確保することができるかは不透明であるものの、NDSやNHSに

おいても、MCH分野は最優先課題の1つに位置づけられていること、GIZをはじめとするドナー

がタジキスタンMCH分野での支援を後押ししていることもあり、本プロジェクトでの成果が確

認されれば、モデルケースとして他郡に展開されることが期待される。 
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第４章 団長所感 
 

国際協力専門員（人間開発部課題アドバイザー） 磯野光夫 

 

（1）技術協力プロジェクトの内容について 

今回の調査を通じて、現時点におけるタジキスタン国の状況は技術協力プロジェクトを実施

するには課題が多いものと感じられた。これは、これまでのドナーの支援が中央レベルにおけ

る国家標準などの策定とこれを実施可能とする人材育成が中心であり、JICA的な「現場でカウ

ンターパートと共に働きつつ技術移転を行う」という技術協力プロジェクトの概念の理解を得

るには相応の時間を要すること、国家レベルの施策や枠組みづくりが既に整備されているか整

備中であるなかで役務提供に終わらないJICAの立ち位置を確保することは容易でないこと等に

よる。 

さらに、当初予定していた活動のうちいくつかは既に他ドナーの支援にて実施されており、

プロジェクトとして実施可能と思われるものは限定されていた。特に、小児疾患の包括的管理

やプログラムモニタリングに関しては一定の制度が既に実施されており、プロジェクトとして

活動を行う余地はなかった。母子健康手帳に関しては、既に最終版策定、パイロット実施及び

全国への配布の作業過程が決まっており、現時点でこの作業過程に対する支援は行い難いもの

と判断された。 

これらの点を考慮して、プロジェクトデザインを当初の案から大幅に変更せざるを得なかっ

た。最終的に「医療サービス提供者側の施設整備と能力強化」と「サービス受領者側の知識や

意識の向上」という2点からのアプローチにて、対象郡における母子保健指標の向上をめざす枠

組みとした。そのなかで、可能な限りJICA専門家が役務提供に終わらない独自の技術移転を実

施できる活動を盛り込んだが、スムーズな活動ができるためにはプロジェクト開始に向け更な

る先方への働きかけが必要と思われる。 

 

（2）研修実施について 

対象郡におけるサービス提供能力強化に向けて、各種研修実施を活動内容に盛り込んだ。研

修実施に関しては、母子保健の各分野（産前後ケアや産科救急など）に関し既に保健省が国家

標準を策定し、一部については研修ガイドラインの策定やマスタートレーナー育成などが行わ

れている。実際の医療現場においては、これら国家標準に基づいた医療サービスを行う必要が

あることから、プロジェクトで行う研修もこの国家標準に基づく必要がある。さらに、育成さ

れたマスタートレーナーを活用する必要もあることから、プロジェクト独自で研修教材などの

開発を行うことは不可能である。そのために、研修実施費用の負担という役務提供に終わる可

能性もある。一方で、研修後のフォロー及びモニターに関しても一部ガイドラインが策定され

ているが、これらに関して日本人専門家の技術を発揮できる可能性がある。各郡におけるニー

ズアセスメントの実施も含めて、日本人専門家による能力強化の機会を確保していくことが研

修実施に関する課題と思われる。 

 

（3）機材供与について 

予定の予算が限られていることと他ドナー（KfW）の支援が見込まれることから、効果的な
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供与内容及び施設の検討が必要であった。対象地域の郡病院（病院として2次レベル）と管区病

院（病院として1次レベル）を視察したが、1次レベルでは経産婦のみを扱うなど2次レベルの病

院の重要性が高いと判断された。そのため、対象4郡のうち他ドナーの支援が確定していない2

郡の郡病院に対し産科手術、分娩及び新生児管理に関する機材を供与することとした。さらに、

各郡で遠隔地にあり優先度の最も高い管区病院に最小限ではあるものの分娩と新生児管理の機

材供与を行うこととした。 

一方で、機材の維持管理に関する課題も多い。最近UNICEFが寄付した保育器などが数カ月で

故障した例もある。十分な維持管理予算をタジキスタン側が持ち得ておらず、電気供給の不安

定性が故障の発生に拍車をかけている状況のなかで、供与に際しては慎重な検討が必要である。

維持管理に高額な費用や技術を要する機器の購入を見送るなどの措置も検討される必要がある。

同時に、維持管理や消耗品補給などの観点から、KfWと同じ製品を供与することが望まれる。

KfW側もこの点を重要視しており、今後密接な連携が必要である。 

KfWが支援を行う2郡病院に対しては機材供与を行わない方針であるが、機材供与なしで日本

人専門家の活動がスムーズに行えるかに関する懸念が残る。同時に、特に郡病院の場合は、病

院機能の向上という観点からは給排水施設の整備が重要である。これに際しては、機材の有効

利用や衛生面の課題から、単なる給水施設の整備のみでなくろ過設備や滅菌水作成及び純水（蒸

留水）作成などの機材整備を行う必要がある。さらに、電気供給や老廃した施設など、機材供

与以前の課題も残されている。機材供与を効果的に行うためには、これらの整備も同時に行え

るように検討していく必要がある。 
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